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1---急増する公共投資

大都市の公共投資は,30年ごろ

から急激にふえはじめる。たと

えば，大都市の土木費はこの10

年間に８倍近くにふくれあがっ

ている。この間の歳出規模の拡

大は，4倍近くだから，土木費

の増加がいかに大きかったがわ

かる。こうして，歳出総額に占

める上木費の割合は，30年度の

13％から,39年度には27％と急

激な高まりをみせている。とく

に横浜市においては，その傾向

が著しい。

このような公共投資の増加要因

は，おおざっばに２つに分ける

ことができる。その１つは，産

業と人口の大都市地域への集中

集積と都市化の急激な進行によ

る都市間題の激化であり，他の

１つは，都市住民の生活様式の

変化と生活内容の高度化による

大都市行政の変容である。

都市化の指標として人口の都市

集中をとってみると，40年の国

調の結果では，全国人口の48％

が国土の１％にあたる都市地域

に住んでおり，しかもその60％

は東京，名古屋，大阪を中心と

する大都市圏に集中しているこ

とが明らかにされている。　ここ

では，人口集中のパターンがい

わゆるドーナツ型の分布を示

し，大都市圏への集中と同時に

中心都市から周辺都市へ拡散す

る傾向を強めている。このため

に，周辺都市ではスプロール化

による都市化が急速に進んでい

る。さらに，職場と住居の場所

の分離は，人口の流動性を高

め，その広域化をうながしてい

る。こうした形態の人口集中

は，中心都市においてばかりで

なく,周辺都市においてもさま

ざまな間題をひき起し，都市住

民の生活環境を整備するための

公共投資需要が強く，都市の財

政を危機におとしいれている。

こうした人口の都市集中が，基

本的には産業の都市集中によっ

てもたらされたものであること

はいうまでもない。産業集中の

指標として,4大工業地域の7大

府県の出荷額を全国出荷額に占

める割合でみると,38年は59％

と圧倒的な比重を示している。

また，37年の分配所得でも54％

と，いすれも全国の半分以上を

占めている。しかもこれらの集

中度は，毎年大きくなる傾向を

みせている。こうした産業の大

都市地域への集中集積は，道

路，用水，港湾施設などの産業

基盤整備ばかりでなく，あらゆ

る行政需要を刺激し，都市財政

に大きな負担をかけてくる。

さらに，都市住民の生活様式の

変化と生活内容の高度化は，公

共投資の量的な拡大ばかりでな

く，質的な転換を要請する。た

とえば，水洗化の普及は，下水

道の完備ばかりでなく排出され

た汚水や汚物の化学処理をする

ための施設を必要とするのであ

る。

2-ひっぱくする大都市財政

表1-土木関係費は増大する

こうして増大する行政需要のほ

とんどが，大都市の手によって

行政研究
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充足されている。ところが,財

政需要の増大にもかかわらず，

それをまかなうだけの十分な財

源は保障されていない。行政需

要と財政収入とのギャップは大

きくなるばかりである。

こうした状況の下での大都市の

行財政は，財政の赤字を覚悟の

上で行政需要，つまり住民の行

政に対する要求を満たしていく

か，健全財政の維持という至上

命令のもとに，住民の要求や要

望を抑えていくか，この２つの

ジレンマに立たされる。現実の

大都市の行財政の姿は，赤字財

政におちいりながら，なおか

つ，住民の要求を十分には満た

していないというのが実情であ

る。

39年度の決算によると，大都市

の歳入総額は2,603億円で，歳

出総額は2,571億円となってお

り，その差引き額は32億の黒字

である。ところが，この差引き

額から支払繰り延べや事業繰り

越しなど翌年度へ繰り越すべき

財源89億円を差し引いた実質収

支は，57億円の赤字となってい

る。これに決算統計上にあらわ

れていない赤字要因，たとえば

実質的な支払い繰り延べや事業

繰越，あるいは国保会計に累積

している赤字額を含めると，そ

の実質的な赤字額は105億の巨

額にのぼっている。

このような赤字財政による歳出

規模の拡大にもかかわらず，都

市の公共施設の整備は，遅々と

して進んでいない。交通マヒな

どのようこかえって悪化する面

すらあらわれているし今後,巨

額の公共投資がなされなければ

ならないだろう。それでは，今

後の公共投資額はどのくらいに

なるか。 41年度から45年度まで

の緊急に必要とされる投資の必

要額をみると，6大都市でおよ

そ1兆4,694億円が必要だとされ

ている。その主な内容は，道路

整備が6,214億円で全体の半分

近くを占め，下水道整備1,773

億円，港湾整備1,552億円，住

宅建設1,501億円，学校整備867

億円などとなっている。これら

の財源は，国の補助金，地方

債>般財源などでまかなわれ

るが，地方債を含めた市費負担

額は, 9,141億円で，そのうち

地方債は3,943億円が見込まれ

ている。ところが，現行の税財

政制度のままだとすれば，税収

の伸びがあまり期待できず，必

要とされる一般財源5,198億円

のうち1,507億円しか見込まれ

ていない。残りの3,691億円は

なんらかの方法が講じられない

かぎり，赤字になることは必至

である。

3-公共投資の財源構成

公共事業の財源は，補助金，地

方債,分担金など受益者負担金，

繰越や諸収入などのその他特

定財源，および地方税や交付税

などの一般財源によってまかな

われる。このような財源のう

ち，いずれが公共事業の財源と

して望ましか，それぞれ多くの

問題をはらんでいるが，まずそ

の財源構成についてみておくこ

とにしよう。

39年度の決算によって，大都市

の普通建設事業の財源構成は表

２のとおりである。表２は，建

設事業のうち主なものをぬきだ

したものであるが，補助事業，

単独事業および国直轄事業負担

金を合わせると全体の97％にな

るから，公共事業のほとんがこ

こに掲げられているとみてよい

であろう。＜港湾整備事業や下水

道事業など特別会計による事業に

ついては，ここに含まれていな

い。＞

まず，普通建設事業の規模の大

きなものは，道路関係＜道路橋

によう，街路)で全事業の40％を

占め，圧倒的な比重の大きさを

示している。教育，港湾(普通

会計分だけ)，住宅がそれぞれ11

％で，清掃はさらに低くなって

４％となっている。

横浜市の場合には，港湾事業が

21％ともっとも大きな比重を占

め，他の都市とはいちじるしく

異った構成を示している。これ

は，本牧関連産業用地造成事業
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費が，一般会計事業として行な

われているためである。

普通建設事業の財源構成は，税

等一般財源がもっとも大きく，

38％を占め，以下補助金25％，

地方債18％，その他特定財源17

％，分担金等２％となってい

る。補助金や地方債など国に対

する依存財源が44％とかなり大

きな比重を占めていることが特

徴的である。これをさらに補助

事業と単独事業に分けでみる

と，補助事業の財源は補助金の

比重が圧倒的に高く48％を占め

補助金に対する依存がきわめて

高いことを示している。ところ

がこの補助事業のなかでも，道

路橋りようと街路は補助金の占

める割合がきわめて高く，それ

ぞれ65％，60％とたっている。

これは国道や主要地方道などの

幹線道路の新設，改良，修繕な

どで，幹線道路の整備に対する

国の積極的な姿勢がうかがわれ

る。それは，道路整備緊急措置

法によって補助率が引き上げら

表2－6都市の主要な普通建設事業の財源構成＜39年度＞

れていることによってもいえる

ことである。ついで，港湾と住

宅がそれぞれ46％で半分近くを

占め，教育と清掃はそれぞれ18

％と他の事業に比べ大きな落差

がある。国の政策がいかに産業

基盤整備に重点をおいているか

がわかる。

単独事業は建設事業の41％を占

めていて，増大する公共投資の

言要が，その半分近くを単独事

業によって充足されていること

を示している。単独事業の財源
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構成の特徴的なことは，当然の

ことながら税等一般財源が大き

な比重を占めているが，それぞ

れの事業の中心をなす財源は一

様でなく，税等によるもの＜道

路,橋りよう，教育,街路＞,その他

特定財源を中心とするもの＜港

湾，住宅＞,地方債と税等を中心

とする＜清掃＞など,かなりの違

いがある。

国直轄事業の負担金は４％でま

だ大きな比重を占めていない

が,35年以降急激にふえはじめ，

今後もさらにふえつづけること

が予想される。負担金の財源は

もっぱら税等によってまかなわ

れている。国直轄事業の負担金

の問題点は，地方財源の余裕に

おかまいなく，国が事業を行な

えば，当然自治体の負担金が背

負わされるということである。

国の政策にもとづく直轄事業費

だけでも全額国が負担し大都

市財政の窮状の軽減を図ること

の考慮が払われるべきである。

4一財源構成の具体例

表3-本牧ふ頭建設事業計画

について横浜の2,3の具体例

をみることにする。いま横浜で

は，岸壁6,200m （一10m）,

15,000 D/W 級31バースの規模

をもつ大規模なふ頭を建設して

いるが，その総工費は約309億

で，その財源の負担関係をみる

とつぎのようになっている。ま

ず，港湾の建設工事を大きく分

けるとしゅんせつ，防波護岸，

岸壁，埋立，上屋，道路に区分

することができる。この建設区

分にもとづく財源の負担区分

は，しゅんせつと防波護岸は国

の直轄事業で，全額を国費でま

かなう。岸壁は国の直轄事業と

するが，事業費の４分の１を港

湾管理者である横浜市が負担す

る。ふ頭内部の埋立と土屋の建

設は横浜市が行ない，単独事業

とするが，その事業費の全額に

ついて起債でまかなう。道路建

設は，横浜市が行ない，2分の

１は国が補助金を交付するとい

う負担関係になっている。　＜表

２参照＞。

ここでまず問題になるのは，ふ

頭を建設するという一つの事業

について，ある部分は国が直轄

事業として行ない，他の部分は

横浜市が港湾管理者として事業

を行なうという事業主体の不統

一がみられることであろう。財

源負担については，国の政策に

もとづく港湾整備事業でありな

がら，国の資金的な配慮が十分

でないということがいえる。た

とえば，ふ頭の埋立とか上屋建

設には全く国の補助は与えられ

ていないし，全額市費をつぎこ

まなければならない。その財源

として起債が認められていると

はいえ，これは借金であって，

元利償還のための公債費が横浜

市の財政を圧迫することはいう

までもない。市債の元利を償還

するために起債をするという悪

循環をくり返しているが，これ

は無限にくり返すことはでき

ず，一般財源で返済していかな

ければならない。

地方債の元利償還は，本来上屋

や港湾施設の使用料などの財源

でまかなうべきである。ところ

が，港湾の使用料は，国の政策

で抑制され，きわめて低い料金

のまますえおかれているため，

港湾運営の経常費すらまかなう

ことができないのである。この

ため地方債の償還費にあてられ

た一般財源は，40年度だけでも

６億円におよび，市費として

は，港湾全体としてみれば，11

億円もかかっている。また，地

方債の償還期限は10年～20年と

なっているが，これを港湾施設

の耐用年数12年～50年くらいま

で長期化するとか，低利の公債

をこれに充てるなど，国の資金

的な配慮が望まれる。さらに，

港湾施設の整備にともなって道

路など後背地の整備が大きな財

それでは，公共投資の財源負担
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源負担となってくることも大き

な問題である。

道路の財源負担について，ます

現在建設中の臨海高速道路＜横

浜羽田空港線＞をとりあげよう。

この高速道路は，羽田空港から

臨海の京浜工業地帯をつきぬけ

て東神奈川に至る高架の高速道

路である。その事業主体は，首

都高速道路公団が当たり，事業

費は298億円で44年４月に完成

する見込みである。この高速道

路の財源の負担関係は表３のと

おりで，主に公団債によってま

かなわれている。ところで，横

浜市の負担額も17億円の大きな

額にのぼっており，そのうち15

億円は，地方債によって充てら

れる。ところで，この負担区分

は，はっきりした基準がなく，

交付金は事業費のコストが６分

になるようにはじきだされ，ま

た，神奈川県と横浜市との負担

区分も，紆余曲折をへて現在の

負担区分におちついたものであ

る。

この負担区分の基準がはっきり

しないことは，第３京浜国道と

比べてみるとなお一層はっきり

する。第３京浜国道は，日本道

路公団が建設したものである

が，地元負担金は全くついてい

ない。道路建設の主体が違うと

いうことだけで，このような負

担区分の違いもでるということ

もおかしなことである。もっと

も首都高速道路公団は，本来は

首都内の高速道路建設を目的と

して発足したものであり，都市

内道路の建設をするのがたて前

である。他方，日本道路公団

は，国家的な観点から道路網計

画を立て，都市間道路を建設す

るという違いはあるかもしれな

い。ただそれだけで，臨海高速

道路建設には地元負担がつき，

第３京浜国道には地元負担がつ

かないのだというのはあまり説

得的ではなく，合理性も乏しい

ように思われる。国民経済的な

立場からの幹線道路は，国家資

金をあてるとか，公団による建

表4-臨海高速道路＜神奈川分＞建設事業計画＜39年度～43年度＞
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設を図り，有料道路にすること

によつて，地元負担は一切免除

すべきであろう。

また，道路建設にっいて国の利

害と地方の利害が必ずしも一致

しないことがあるが，このよう

な場合には常に国の意思が優先

するのが補助金をともなう公共

事業の特徴である。たとえば，

横浜市の北西部の市境をかすめ

て通る東京沼津線についてみる

と，当初，横浜市の当局者はあ

まり乗り気ではなかったようで

あるが，国の説得？によって建

設にふみ切ったもようである。

その事業費は約24億円で，国が

４分の３を補助し　４分の１が

市費負担となって，その金額は

６億円にのぼっている。

つぎに，下水道事業についてそ

の５ヵ年計画の財源構成をみる

と，事業費170億円のうち，補

助金25億円，起債102億円，一

般財源43億円となっていて，起

表6-下水道事業５ヵ年計画

表5-一般国道東京沼津線



●横浜市域から上がる税金の行方債の比重が高い。このため，普

通会計からの地方債の償還費と

して１年に４億近くが繰りださ

れている。国の補助金は，公共

下水事業については，事業費の

４分の１の補助をするたて前に

なっているが，補助金の交付額

が少なく単独事業として建設す

る部分が大きな比重を占めてい

る。

補助金の額は，国の政策によっ

て決まり，道路建設に比べて下

水道事業に対する補助が少ない

のは，周知のとおりである。自

治体は，あらかじめ内示された

補助金の交付額に見合うようこ

事業計画をたて，補助金交付の

申請をする。ところが大都市で

は，このような事業ワクではす

まされない。大都市の下水道事

業の遅れはひどく，とくに横浜

市などでは，市街地面積の26％

が普及しているに過ぎない。し

かも，下水道事業整備は緊急を

要する。したがって，補助対象

になる事業量をこえて建設を進

める必要にせまられる。と同時

に，補助金の交付額が少なく，

補助対象になる事業を下水道の

幹線やポンプ場建設などの基幹

事業だけにおさえることになる

が，下水道の機能を完全に発揮

させるためには，枝線などの建

設も合わせて行なわなければな

らない。このような事業のほと

んどが，市の単独事業となって

公共投資財源の問題点

財源の比重が大きくなっている

ことはさきにみた。これは，増

大する公共投資需要と，税収の

伸びなやみのために資金ぐりが

つかす，国に対する依存を強め

ていったためである。地方税の

伸びなやみは，不況の深化によ

ることも一つの原因ではある

が，現行の租税体系にもとづく

国と地方との税源配分に大きな

原因がひそんでいる。というこ

とは，人口や産業が大都市に集

中し，経済活動がさかんになっ

ても，その成果は地方団体の税

収の伸びに反映する度合が，国

税の場合よりも小さいのであ

る。国税は，法人税，所得税，

物品税などの税源を中心とし

て，経済の発展にともなって大

きく伸びるという伸長性に富ん

でいる。ところが固定資産税と

市民税を中心とする市税は弾力

性に欠け，経済発展にともなっ

て増大する財政需要についてい

けないのである。たとえば，市

民税と所得税との税率の違いや

固定資産税の課税標準額と不動

産の取引価額のかい離をみれ

ば，そのことは明らかである。

ところで，財政需要と財政収入

公共投資の財源が補助金，地方

債，その他の特定財源，税等一

般財源によってまかなわれ，し

かも補助金や地方債などの依存

５
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いる。

このように，下水道建設につい

ては，補助の対象になる事業量

がきわめて少ないことに加え，

その補助率についても大都市

では差別的な取扱いを受けてい

る。他の都市に適用される補助

率が３分の１であるのに対し

て，大都市の場合には，4分の，

１に引き下げられているのであ

る。人口の密集した大都市ほど

下水道整備の緊急性が高く，事

業量も多いのであるから，差別

的な補助率を適用する不合理は

はなはだしいといえる。

さらに都市下水路建設について

は，３分の１の補助はあるが，

起債については全く考慮が払わ

れておらず，資金のひっ迫を生

じている。人口の都市集中は郊

外地の都市化を急速に進めてい

るが，下水や雨水の排水施設が

不備なため，下流の中小河川の

はんらんを招いている。これは

ベッドタウン化の進む近郊都市

に共通する問題であり，都市化

にともなう都市施設の整備につ

いては国家資金の配慮がのぞま

れている。



額のアンバランスは，地方交付

税制度によって調整されること

になっている。しかし，この制

度の存在理由は十分認めるとし

ても，多くの問題点を含んでい

る。まず，地方交付税総額のワ

クは国税三税の一定の割合に抑

えられているし，所得税や法人

税の減税あるいは不況による減

収の場合には，必然的に交付税

額の減少をもたらす。したがっ

て，財政需要額のすべてが充足

されるという保障はどこにもな

い。41年度には，臨時的な財源

補給措置によってその回避策が

はかられたが，これは決して恒

久的な解決法にはなりえない。

　さらに，この制度そのものが，

ナショナルミニマムの行政を維

持することを制度の目的とし

て，10年以上も前の10万人都市

を標準としているため，あるて

いどの態容補正や人口急増補正

はあっても大都市の特殊事情

が十分に考慮されていない。し

かもこの制度のもつ静態的な面

から，投資的経費は現存施設の

減価償却費を基準にして算定さ

れるため，大都市の急増する公

共投資需要が十分に考慮されて

いない。このため，起債によっ

て事業を行ない，その償却財源

　を地方交付税の算定で捕捉する

　ということになる。そうすると

地方債の利子はどこにも算入さ

れないことになって，財政需要

の算入不足額が生じてくる。39

年度について，大都市の基準財

政需要額と一般財源所要額との

比較をみると，641億円の不足

を生じているが，これは公債費

についての不算入額が大きな比

重を占めているためである。さ

らに,病院事業,下水道事業，市

場事業，港湾整備事業などの特

別会計への繰出金についても，

全く考慮が払われていない。合

理的な負担区分にもとづくもの

については，特別会計への繰出

金についても基準財政需要額へ

算入されるべきであろう。

つぎに補助金についてみると,

補助金はますます増大する傾向

にある。ところで補助金のへい

害として多くのことが指摘さ

れ，総花的に補助金を配分し

それを通じて国が地方に口出し

をし，地方支配の道具につかっ

ているということなどがあげら

れていることは，周知のとおり

である。しかもこの補助金はそ

の負担区分が明確でなく，補助

基準,補助単価,補助対象などが

低くおさえられ，地方団体は多

額の超過負担を強いられ，地方

財政の悪化の大きな原因ともな

っている。たとえば，39年度の

地方団体の超過負担額は1,143

億円に達し，40年度は1,273億

円の巨額にのぼるだろうといわ

れている。この超過負担額は，

横浜市についてみても40年度

は39億円に達し，その改善がは

かられたという41年度ですら34

億円を超える超過負担額が予想

されている。

地方団体の自主財源の伸びやみ

と，公共投資需要の増大にと

もなって，地方団体の公共投資

の財源を地方債に求める傾向が

強くなってきた。加えて，交付

税に算定されていたものまでも

はずされて，地方債にふりかえ

るようこなってきた。立ちおく

れた公共施設の整備を早急に行

なうためには，ぼう大な資金が

必要であり，その財源が一般財

源としえ得られないとすれば，

地方債の発行を大幅に増すこと

は必要なことであると思われ

る。ところが，このような地方

債の発行増大は，その元利償還

のための公債費が財政を圧迫す

ることも当然予想される。しか

も大都市の公共投資の整備が過

渡的なものでなく，今後長い期

間にわたって公共投資需要が高

く，それを地方債でまかなって

いくということは非常に危険な

要素をはらんでいる。しかも

政府の公債発行によって，その

公債の消化をはかるために国債

の利率を引き上げるようになる

と，それだけ地方債の利率も上

げざるを得ず，地方財政の負担

が加重されてくるようになる。

起債を毎年度経常的に行なって

いると，その償還費も経常的に

62



なってきて，投資的財源として

ではなく，過去の債務を支払う

ために起債をするという悪循環

をくり返すようになる。

このようこみてくると，地方

財政の窮迫を救うためには，地

方の自主財源を強化する方向で

進まなければならないであろ

う。まず，国と地方との税源配

分をやりなおすことであり,他

方では国税の減税が直接に地方

税収の減収をもたらす効果をで

きるだけ回避させるべきだろ

う。さらに，現行の地方税制度

は道府県税と市町村税とに区分

されているが，これは地方団体

の自然的，社会的，経済的な特

徴を無視している側面がある。

そこでとくに大都市の税制は，

これを市町村税制から分離させ

て，新しい税体系をたてるべき

であるということが提案されて

いる。十分検討に価するもので

ある。

６ 地方自治体の課題

ところで，41年度の国の予算

は，不況対策として，公債発行

による公共投資の拡大をはかっ

いる。これは，公共投資によっ

て財政支出の面から有効需要を

喚起し景気の浮揚をはかろう

とするものであり，国民経済に

おける財政の役割は今後とも高

まってくるものと予想される。

　このような国の景気調整などの

　財政操作は，地方財政にどのよ

　うな影響を与えるであろうか。

　地方財政が地域住民の日常生活

　に直結する行政サービスを行な

　うという機能と財源を国の法令

　にもとづいてしか調達できない

ということから，地方財政が積

極的に景気対策にとりくむに

は，おのずから限度があること

は明らかである。

ところが，財政が経済成長や景

気調整の手段としての役割をも

ってくると，国は国の財政資金

ぽかりでなく，地方財政の資金

をも財政政策を遂行するため

に，その政策を強制してくる。

現在の国と地方の立場からいう

と，まさに強制といっていい。

　公共投資についてこれをみるな

　らば，産業基盤整備に財政資金

　を重点的に配分するということ

　である。そのために，補助金を

　通じて自治体の公共事業を規制

　し誘導するばかりでなく，地

　方債計画や地方交付税など国と

　地方を通ずるあらゆる行財政の

　しくみが動員されてくる。

　このように，国の政策によっ

　て，地方財政が規制されてくる

　と，地域住民の日常生活に密着

　した小道路の舗装とか清掃施設

　の整備とか保育所や老人ホーム

　など民生施設の整備とかにふり

　むける財源が,補助事業優先と

　いうかたちで産業基盤整備事業

のために食いつぶされてしま

い，地方自治は財源の面から破

壊される。つまり，自治体が自

由に使える単独事業の財源がま

すます窮乏して，自治体の創意

と工夫にもとづいて地域住民の

要望にこたえた行政を行なうこ

とがむずかしくなってきている

のである。

こうした矛盾の解決は，たんに

国家レベルの公共事業が自治体

の負担において行なうことがな

くなり，自治体の自主財源が確

保されればいいという問題だけ

ではすまされない。基本的には

国と自治体を総ぐるみにした産

業基盤整備重点政策そのものの

再検討が必要である。

さらにもう一つこ重要なことは，

公共事業を受けてたつ自治体側

が，自治体として国に対して主

体的姿勢と主体的な事業計画を

もちうるかどうかが，実は大き

な問題である。

＜財政局管財課管財第一係長＞
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